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１ 日程・参加者等 

■支援内容  火山防災に関する講話 

■日時  令和６年７月 17日（水） 

■場所  山梨県富士山科学研究所 

■派遣先事務局 山梨県防災局防災危機管理課火山防災対策室 

■派遣エキスパート  田鍋 敏也 

■参加者  自治体職員、民間事業者 

２ 派遣先において直面している課題や問題意識 

山梨県では、令和３年３月に改定された火山ハザードマップを基に、火山災害警戒地域に新た

に追加指定された市町村があり、意識啓発が必要となっている。また、「富士山火山避難基本計

画」において広域避難や観光客等への対応が盛り込まれた。富士山は 1707 年の宝永噴火以降噴

火しておらず、噴火の発生頻度が不規則な上、観測機器を用いた噴火時の観測データが存在せず、

噴火の予測が一層困難である。また、火口の出現位置が噴火直前までわからないという特性上、

不確実性を踏まえた防災対応が必要となる。さらに、居住地域への影響や広域避難、国内外から

訪れる多くの観光客への対応など、様々な観点から対策を検討していく必要がある。今回のエキ

スパート派遣では、過去の噴火災害における広域避難や観光客への対応事例、それらの対策につ

いての講話や助言が期待されている。 
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３ 富士山の概要 

（１） 火山の概要 

小御岳(こみたけ)・古富士の両火山上に生成した成層火山。日本の最高峰で体積約 400km3（小

御岳，古富士，新富士を含める）の大きな火山。基底は直径 50㎞。主に玄武岩(SiO2 49～52％)

からなるが、1707年の宝永噴火にはデイサイト・安山岩(SiO2 64～68％)の軽石・スコリアも噴

出。側火山が約 100個ある。標高 2450m以上は露岩地帯で、風食作用が著しく、特に西斜面は崩

壊が激しい(大沢崩れ)。864～866 年山腹から溶岩を流出した。また、1707 年の噴火では南東山

腹から噴火し、江戸方面への大量の降灰など甚大な被害を及ぼした。近年では 2000～2001 年の

深部低周波地震が多発、2011 年 3 月 15 日には静岡県東部（富士山の南部付近）で M6.4 が発生

し、その後も地震活動は低下しつつも継続している。 

出典：気象庁ホームページ 
（https://www.data.jma.go.jp/vois/data/tokyo/314_Fujisan/314_index.html） 

  

https://www.data.jma.go.jp/vois/data/tokyo/314_Fujisan/314_index.html
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① 現在の活動状況【以下、気象庁富士山の火山活動解説資料（令和６年４月）より抜粋】 

火山活動に特段の変化はなく、静穏に経過しており、噴火の兆候は認められない。 

噴火予報（噴火警戒レベル１、活火山であることに留意）の予報事項に変更なし。 

（ア） 噴気など表面現象の状況 

萩原監視カメラ（富士山山頂の東南東約 18km）による観測では、噴気は認めらない。 

＜富士山 山頂部の状況（４月 26日 萩原監視カメラによる）＞ 

 

（イ） 地震や微動の発生状況 

火山性地震の発生は少なく、地震活動は低調に経過している。 

火山性微動や浅部の低周波地震は観測されていない。 

（ウ） 地殻変動の状況 

地殻変動観測では、火山活動によるとみられる特段の変化は認められない。  

出典：気象庁富士山の火山活動解説資料（令和６年４月） 
（https://www.data.jma.go.jp/vois/data/tokyo/STOCK/monthly_v-

act_doc/tokyo/24m04/314_24m04.pdf）  

https://www.data.jma.go.jp/vois/data/tokyo/STOCK/monthly_v-act_doc/tokyo/24m04/314_24m04.pdf
https://www.data.jma.go.jp/vois/data/tokyo/STOCK/monthly_v-act_doc/tokyo/24m04/314_24m04.pdf
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４ 火山防災対策に関する取り組み状況 

（１） 火山防災協議会 

「噴火時等の避難に係る火山防災体制の指針（平成 20 年）」や平成 23 年の防災基本計画の修

正により、火山防災協議会の位置づけ等が示され、平成 24 年 6 月 8 日に、山梨県、静岡県、神

奈川県の３県で連携した防災対策を検討するため、「富士山火山防災対策協議会」（以下、「協議

会」という）が設立された。 

その後、平成 28年 3月 24日の活動火山対策特別措置法の改正に基づき、法定協議会へと改組

された。 

また、協議会には、協議会の行う所掌事務の内容検討のため、避難時期や避難対象地域の確定

に深く関与する機関実務者等による三県コアグループと、県単位の避難時期や避難対象地域の確

定に深く関与する機関実務者等による各県コアグループが設定されている。 

 

＜協議会構成機関一覧表 （令和６年４月時点）＞ 

区分 機関名 

都道府県 
（第 1号） 

山梨県、静岡県、神奈川県 

市町村 
（第 1号） 

（神奈川県）相模原市、小田原市、南足柄市、大井町、松田町、山北
町、開成町 

（山梨県）富士吉田市、都留市、大月市、上野原市、身延町、西桂町、
忍野村、山中湖村、鳴沢村、富士河口湖町 

（静岡県）静岡市、沼津市、三島市、富士宮市、富士市、御殿場市、
裾野市、清水町、長泉町、小山町 

地方気象台等 
（第 2号） 

東京管区気象台、甲府地方気象台、静岡地方気象台、横浜地方気象台 

地方整備局 
（第 3号） 

関東地方整備局、中部地方整備局 

陸上自衛隊 
（第 4号） 

陸上自衛隊第１師団 

警察 
（第 5号） 

山梨県警察本部、静岡県警察本部、神奈川県警察本部 

消防 
（第 6号） 

（神奈川県）相模原市消防局、小田原市消防本部 
（山梨県）富士五湖広域行政事務組合消防本部、大月市消防本部、峡

南広域行政組合消防本部、上野原市消防本部、都留市消
防本部 

（静岡県）富士山南東消防本部、御殿場市・小山町広域行政組合消防
本部、富士市消防本部、富士宮市消防本部、静岡市消防
局、駿東伊豆消防本部 

火山専門家 
（第 7号） 

山梨県富士山科学研究所、（一財）砂防・地すべり技術センター、日本
大学、静岡大学、神奈川県温泉地学研究所、静岡県富士山世界遺産セ
ンター 

その他 
（第 8号） 

山梨県教育委員会、内閣府政策統括官（防災担当）付、環境省関東地方
環境事務所富士箱根伊豆国立公園管理事務所、林野庁関東森林管理局
計画保全部、国土地理院関東地方測量部、国土地理院中部地方測量部、
伊豆箱根鉄道株式会社、小田急電鉄株式会社、岳南電車株式会社、東
海旅客鉄道株式会社、中日本高速道路株式会社東京支社、中日本高速
道路株式会社八王子支社、東日本旅客鉄道株式会社八王子支社、東日
本旅客鉄道株式会社横浜支社、富士山麓電気鉄道株式会社 

出典：山梨県ホームページ 
（https://www.pref.yamanashi.jp/documents/53471/03kiyaku.pdf）  

https://www.pref.yamanashi.jp/documents/53471/03kiyaku.pdf
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（２） 火山ハザードマップ 

平成 13 年 7 月に、火山防災対策検討の基礎となる火山ハザードマップを専門的見地から検討

するため、「富士山ハザードマップ検討委員会」が設置され、平成 16年 6月に富士山ハザードマ

ップが作成された。 

その後、富士山に関する各種調査研究や新たな科学的知見が得られたため、協議会では、平成

27 年に作業部会を設置し、これらの知見について内容の確認等とハザードマップの改定の必要性

について検討を開始した。 

その結果、現在のハザードマップの想定火口範囲や溶岩流等の火山現象の想定影響範囲が拡大

する可能性があり、火山防災対策上改定の必要性があることから、平成 30 年３月からにハザー

ドマップの改定を進めた。改定されたハザードマップは、令和３年３月に協議会で承認され、公

表されている。 

改定の大きなポイントは、「想定火口範囲の見直し」、「対象とする噴火年代の拡大」、「溶岩流の

シミュレーション見直し」、「火砕流・融雪型火山泥流のシミュレーション見直し」、「山体崩壊に

ついて過去の実績最新版を記載」である。 

＜富士山ハザードマップ＞ 

出典：山梨県富士山ハザードマップ ハザードマップ統合版（令和 3 年 3 月改定） 
（https://www.pref.yamanashi.jp/documents/99027/hazardall.pdf）  

https://www.pref.yamanashi.jp/documents/99027/hazardall.pdf
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（３） 富士山火山避難基本計画 

富士山火山防災対策協議会では、広範囲にわたる火山災害に対して迅速な避難を行う必要があ

ることから平成 24年～27年にかけて「富士山火山広域避難計画」を策定した。その後、「火山ハ

ザードマップ」の見直しに伴い、令和３年３月から令和５年３月にかけて、避難計画の改定が行

われ、名称を「富士山火山避難基本計画」とした。 

避難計画の改定にあたって、避難対象者が大幅に増加したことや自家用車避難による渋滞の発

生及び逃げ遅れ発生の懸念から、「いのちを守るための避難を優先し、くらしを守るための避難

についても可能な限り配慮する。」を改定の基本方針として検討が行われた。主な改定項目及び

新規追加項目は、以下のとおりである。 

＜計画の主な改定項目及び新規追加項目＞ 

出典：富士山火山防災対策協議会「富士山火山避難基本計画の概要」一部抜粋 
（https://www.pref.shizuoka.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/053/271/gaiyo

u.pdf） 

 

  

https://www.pref.shizuoka.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/053/271/gaiyou.pdf
https://www.pref.shizuoka.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/053/271/gaiyou.pdf
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＜富士山火山避難基本計画（一部抜粋）＞ 

出典：富士山火山防災対策協議会「富士山火山避難基本計画」 
（https://www.pref.shizuoka.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/053/271/kihon

keikaku_1.pdf） 

https://www.pref.shizuoka.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/053/271/kihonkeikaku_1.pdf
https://www.pref.shizuoka.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/053/271/kihonkeikaku_1.pdf
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（４） 山梨県の啓発への取組 

① 国際シンポジウム 2023「大規模噴火による火山近傍への影響と対応」（令和５年 11月４日） 

山梨県富士山科学研究所において、大噴火が発生した場合、住民・研究者・防災担当者

が一体となった対応が不可欠であることから、国内外の事例をもとに火山噴火時の影響と

対応について、考えるシンポジウムを開催した。 

 

＜国際シンポジウム 2023 ―大規模噴火による火山近傍への影響と対応―ポスター＞ 

出典：山梨県富士山科学研究所ホームページ 
（https://www.mfri.pref.yamanashi.jp/kazan/2023wssp/）  

https://www.mfri.pref.yamanashi.jp/kazan/2023wssp/
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② 住民等を対象とした啓発動画の作成 

山梨県では、富士山火山避難基本計画や火山ハザードマップについて解説している動画、

富士山が噴火した際に発生が想定される火山現象や避難方法等の解説をした動画など、県

民を対象とした複数の動画を作成・公開している。 

＜動画タイトルと主な内容＞ 

動画タイトル 主な内容 

富士山噴火からの「徒歩避難」ってなに？ 
富士山噴火からの「徒歩避難」のポイント
について解説 

富士山が噴火したらどうするの？ 

富士山噴火時に、的確な避難行動を行うた
めには、火山現象について正しく理解する
必要がある。このため様々な火山現象の特
徴やそれに応じた避難方法、留意点等を分
かりやすく解説 

富士山噴火による溶岩流シミュレーショ

ン動画 

令和３年３月２６日に改定された富士山
ハザードマップの溶岩流シミュレーショ
ンに基づき、３次元マップにより溶岩流が
流下する様子 

出典：山梨県公式 YouTubeチャンネル「山梨チャンネル」 
（http://www.youtube.com/@yamanashipref） 

 

 

 

 

  

http://www.youtube.com/@yamanashipref
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③ 富士山火山避難基本計画の周知用リーフレット 

山梨県は、策定した避難計画を県民に周知するためのリーフレットを令和５年４月に作

成し、県民の避難計画に関する理解を深める取り組みを進めている。 

＜富士山火山避難基本計画周知のためのリーフレット＞ 

出典：山梨県ホームページ 
（https://www.pref.yamanashi.jp/shinchaku/kazan/0504.html） 

 

https://www.pref.yamanashi.jp/shinchaku/kazan/0504.html
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④ 避難確保計画のひな型作成 

富士山火山避難基本計画では、下記の施設を対象に避難促進施設に位置付けるとしてい

る。 

 第１次避難対象エリアに存する施設 

 第２次避難対象エリア及び融雪型火山泥流による影響想定範囲のうち、宿泊施設、  

観光施設、社会福祉施設、医療施設、学校・児童関連施設 

 第３次避難対象エリアに存する社会福祉施設、医療施設、学校・児童関連施設 

 第４次避難対象エリアより内側のエリアに存する学校・児童関連施設 

 

山梨県内では、令和５年４月現在で 52 施設が避難促進施設に位置付けられている。県

は、施設の避難確保計画作成支援として、「学校・児童関連施設」、「観光施設」、「医療・社

会福祉施設」の３パターンで計画のひな型を作成・公開している。 

＜避難確保計画ひな型 学校・児童関連施設の例＞ 

出典：山梨県ホームページ 
（https://www.pref.yamanashi.jp/kazan/hinansokushinshisetsu.html） 

 

 

 

https://www.pref.yamanashi.jp/kazan/hinansokushinshisetsu.html
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